
御 説 明 資 料

（法人税改革の議論）

平成２６年５月２０日



法人税改革を巡る経緯と今後のスケジュールについて

平成26年1月22日 スイス・ダボス会議にて、安倍総理が「本年、さらなる法人税改革に着手します。」と表明。

1月31日 衆・予算委 塩崎恭久議員の質問に対し安倍総理が「政府税制調査会において、専門的な観点

から、法人実効税率のあり方、課税ベースのあり方、政策効果の検証、他の税目との関係などにつ
いて、来月（2月）にも検討を開始させたい」と答弁。

2月13日 政府税制調査会総会開催。法人課税ＤＧ（ディスカッショングループ）（座長：大田弘子委員）の設
置を決定。

3月12日 第１回法人課税ＤＧ（法人課税の改革にあたっての論点の整理）

3月31日 第２回法人課税ＤＧ（欠損金の繰越控除制度、受取配当等の益金不算入制度の見直し）

4月14日 第３回法人課税ＤＧ（政策税制の見直し、加速度償却の見直し）

4月17日 自民党税制調査会正副（諮問会議民間委員からの意見聴取）

4月24日 自民党税制調査会正副・小委（法人課税）
第４回法人課税ＤＧ（地方法人課税）

5月 9日 第５回法人課税ＤＧ（中小法人・公益法人等）

5月12日 基礎問題小委

5月16日 第６回法人課税ＤＧ（論点整理）

＜今後の予定＞

6月上旬 Ｇ７サミット

6月下旬 骨太の方針取りまとめ

未定稿
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第一 平成26年度税制改正の基本的考え方

平成２６年度税制改正大綱(抄) 【法人実効税率】

平成25年12月12日
自 由 民 主 党
公 明 党

法人実効税率のあり方について検討を行った。わが国経済の競争力の向上の

ために様々な対応を行う中で、法人実効税率を引き下げる環境を作り上げるこ

とも重要な課題である。その場合、税制の中立性や財政の健全化を勘案し、ヨ

ーロッパ諸国でも行われたように政策減税の大幅な見直しなどによる課税ベー

スの拡大や、他税目での増収策による財源確保を図る必要がある。また、産業

構造や事業環境の変化の中で、法人実効税率引下げと企業の具体的な行動との

関係や、現在の法人課税による企業の税負担の実態も踏まえ、その政策効果を

検証することも重要である。こうした点を踏まえつつ、法人実効税率のあり方

について、引き続き検討を進める。

01234567890123456789
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世界経済フォーラム年次会議冒頭演説（抄） 
～新しい日本から、新しいビジョン～ 

平成 26年 1 月 22 日 スイス・ダボス、コングレス・ホール 

(和文) 
法人にかかる税金の体系も、国際相場に照らして競争的なものにしなければなりません。 

法人税率を、今年の 4月から、2.4％引き下げます。 

企業がためたキャッシュを設備投資、研究開発、賃金引上げへ振り向かせるため、異次元の税制措置を断行します。 

本年、さらなる法人税改革に着手いたします。 

(英文) 

We must also make the tax system for companies internationally competitive. 
We will reduce the corporate tax rate by 2.4% from April this year. 
We will also encourage companies to use the cash they have gathered towards capital investment, R&D, 
and raises in workers’ salaries. 
To do this, we will put tax incentives into place in a way completely different from before. 
This year, we will set about further reform on corporate tax.

首相官邸ホームページより引用 

01234567890123456789
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首相官邸ホームページより引用

安倍内閣総理大臣記者会見（抜粋）

平成26年3月20日

（記者）

法人税の実効税率の引下げについてお聞きしたいのですけれども、2015年度から始めたいという考えで

しょうか。それで、レベルについてなんですけれども、25％まで引き下げるべきだという提案がありますけ

れども、この点についてのお考えをお願いします。

（安倍総理）

法人税の実効税率の引下げについては、いろいろな御意見があります。法人税については、本年４月か

らは法人税率を2.4％引き下げ、設備投資減税や研究開発減税も大幅に拡充をいたしましたが、本年１月

のダボス会議で申し上げたように、今般、更なる法人税改革に着手することとし、政府税制調査会におけ

る議論も開始をいたしました。

結論ありきではありませんが、他方、雇用を守り、成長を続けていくためにも、企業の国際競争力の観

点も重要であります。先般の経済財政諮問会議においても我が国経済の活力といった観点から、活発な

議論が行われました。今後、産業構造も含めた大きな議論を行い、グローバル経済の中での競争なども

考えながら、例えば、法人実効税率の在り方、課税ベースの在り方、そして政策効果の検証、他の税目と

の関係といったことを含めて議論を深め、検討を進めていきたいと考えています。
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平成26年度第４回経済財政諮問会議 安倍総理御発言（抜粋）

平成26年４月４日

今回も法人税率の議論があった。2013年度については６月末ぐらいに税収が明らかになっ

てくるが、アベノミクスの成果としての果実がどれぐらいになっているのかが確定してくるので、

議論だけの話ではなくなるだろう。

その中において、果たしてどれぐらい税収が増えたのか。弾性値がどうなっているのか。あ

るいは欠損企業のパーセンテージがどれぐらい変わってきたのか。そして繰越欠損金が縮

減されることで納税企業が増えてくるので、来年度、再来年度に果たしてどれぐらい成果が

あり、それを税にどう配分していくのか、また、配分できるのか。また、法人税への配分が経

済成長や株価にどのような影響を与えるのか。これらについて、分析をしていくことが必要で

あり、その分析を通じてしっかりと地に足のついた議論もできるだろう。
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法
人
税
改
革
の
論
点
に
つ
い
て
 
（

20
14

.3
.1

2）
 

大
田
弘
子

１
．
こ
れ
ま
で
の
議
論
を
踏
ま
え
て
、
次
の
点
を
出
発
点
に
し
て
は
ど
う
か

(1
)法

人
税
改
革
の
目
的
を
明
確
に
し
て
取
り
組
む

 
 
国
内
外
の
企
業
が
日
本
に
立
地
す
る
魅
力
を
高
め
る
こ
と
で
、
将
来
の
雇
用
が
生
ま
れ
る

 

 
法
人
税
は
、
投
資
や
配
当
や
賃
金
を
通
し
て
家
計
に
結
び
つ
い
て
い
る

 

 
企
業
の
国
際
競
争
力
を
高
め
、
国
内
へ
の
企
業
所
得
の
還
流
を
増
や
す

(2
)法

人
税
の
税
率
引
き
下
げ
が
必
要
で
あ
る

 
日
本
の
法
人
税
率
は
国
際
相
場
に
照
ら
し
て
高
い
 

法
人
税
収
へ
の
依
存
度
が
高
い
 

(3
)法

人
税
の
構
造
改
革
に
よ
り
、
企
業
活
動
や
業
種
に
対
し
て
中
立
で
簡
素
な
法
人
税
に
す
る

 
 
課
税
ベ
ー
ス
を
拡
大
し
て
広
く
薄
い
税
に
す
る
こ
と
で
、
新
産
業
や
新
規
開
業
が
起
こ
り
や

す
く
な
り
、
産
業
の
新
陳
代
謝
が
促
さ
れ
る

 

(4
)単

年
度
・
法
人
税
の
枠
内
だ
け
で
は
な
く
税
収
中
立
を
は
か
る

単
年
度
で
は
な
く
中
期
的
に
税
収
中
立
を
は
か
る

 

法
人
税
の
枠
内
で
は
な
く
よ
り
広
い
税
目
で
税
収
中
立
を
は
か
る

 

国
税
の
枠
内
で
は
な
く
地
方
税
も
含
め
て
税
収
中
立
を
は
か
る

 

２
．
法
人
税
の
構
造
改
革
の
た
め
に
は
、
課
税
ベ
ー
ス
の
拡
大
が
不
可
欠
で
あ
る
。
企
業
の
選

択
を
歪
め
な
い
公
平
な
税
に
す
る
た
め
に
、
と
く
に
次
の
点
を
見
直
す
べ
き
で
は
な
い
か
 

(1
)租

税
特
別
措
置
は
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
で
見
直
す
べ
き
で
は
な
い
か

 

(2
)減

価
償
却
制
度
や
繰
越
欠
損
金
制
度
を
見
直
し
て
課
税
ベ
ー
ス
を
拡
大
す
る
こ
と
が
必
要
で

は
な
い
か

 

(3
)一

部
の
黒
字
法
人
に
税
負
担
が
集
中
す
る
要
因
を
検
証
し
、
歪
み
が
あ
れ
ば
是
正
す
べ
き
で

は
な
い
か

 

３
．
地
方
法
人
課
税
に
つ
い
て
望
ま
し
い
あ
り
方
を
検
討
す
べ
き
で
は
な
い
か
 

(1
)地

方
税
は
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
費
用
を
分
担
す
る
も
の
で
あ
り
、
法
人
へ
の
過
度
の
依
存
は
望
ま

し
く
な
い
の
で
は
な
い
か
。
ま
た
、
法
人
間
で
も
、
よ
り
広
く
分
担
す
べ
き
で
は
な
い
か
。
 

(2
)地

方
税
収
の
偏
り
や
不
安
定
を
改
善
す
る
た
め
、
法
人
税
改
革
と
地
方
税
改
革
は
あ
わ
せ
て
検

討
す
る
こ
と
が
必
要
で
は
な
い
か

 

４
．
目
標
や
行
程
を
考
え
な
が
ら
議
論
す
べ
き
で
は
な
い
か

以
上
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法
人
課
税
の
改
革
に
当

た
っ

て
の

論
点
の
整

理
 

～
各
委
員
か

ら
の
ご
提

案
～
 

１
．

法
人
課
税
の
改
革
の
目
的
 

○
産

業
構

造
を

含
め

ど
の

よ
う

な
経

済
社

会
を

目
指

し
、

こ
れ

を
実

現
す

る
た

め

に
ど

の
よ

う
な

成
長

戦
略

（
産

業
政

策
）

を
実

施
し

、
そ

の
中

で
法

人
課

税
の

改

革
を

ど
の
よ
う
に
位
置
付
け
る
の

か
整
理
 

○
そ

の
際

、
法

人
課

税
の

改
革

の
目

的
は

何
か

（
立

地
競

争
力

の
強

化
な

の
か

、

設
備

投
資

の
促

進
な

の
か

、
わ

が
国

企
業

の
競

争
力

強
化

な
の

か
、

産
業

の
新

陳

代
謝

の
促
進
な
の
か
な
ど
）
を
明

確
化
 

○
そ
の

上
で
法
人
課
税
の
改
革
の
目
的

と
整

合
的

な
形
で
手

段
を

選
択

○
法
人

課
税
の
改
革
の
趣
旨
・
目
的
及

び
効

果
に

つ
い
て
の

国
民

に
対

す
る
説
明

２
．

検
討
の

範
囲
 

○
国
・
地
方
を
合
わ
せ
た
法
人

課
税
の

改
革

○
関
連

す
る
他
の
税
目
を
包
括

し
た
税

制
の

改
革

３
．

税
率
の

あ
り
方
 

○
税
率

の
意
義
（
法
定
税
率
、

平
均
税

率
、

限
界

税
率
）
と

税
負

担
の

関
係

○
法
人
課
税
以
外
の
負
担
の
検
証

４
．

課
税
ベ

ー
ス
の
あ
り
方
 

○
公
平

、
中
立
、
簡
素
な
法
人

課
税
の

構
築

○
赤

字
法
人
問
題
へ
の
対
応

 
 

・
 
欠

損
金
の
繰
越
控
除
制
度
 

・
  
外
形
標
準
課
税
 

・
  
代

替
ミ
ニ
マ
ム
税
 

○
租

税
特
別
措
置

○
中

小
法
人
等
課
税
（
法
人
な
り

問
題
を
含

む
）

○
公

益
法
人
等
課
税
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○
法

人
税
（
国
税
）
と
地
方
法
人

課
税
と
の

関
係

○
受

取
配
当
の
益
金
不
算
入
制
度

○
減

価
償
却
制
度

○
国

際
課
税
（
BE
P
S
な
ど
）

５
．

地
方
法

人
課
税
の
改
革
 

○
応

益
課
税
と
し
て
の
地
方
法
人

課
税
の

あ
り

方

○
外

形
標
準
課
税
の
強
化

○
法

人
住

民
税

法
人

税
割

の
交

付
税

原
資

化
等

に
よ

る
地

方
法

人
課

税
の

偏
在

是

正
の

方
向
性
（
与
党
税
制
改
正
大
綱

）
と
の

整
合

性
 

※
 

上
記

の
地

方
法

人
課
税

の
見

直
し

に
つ
い

て
は
、

地
方

財
政

審
議
会

「
地
方

法
人

課
税

の
あ

り
方
に
関
す
る
検
討
会
」
報
告
書
で
示
さ
れ
て
い
る
方
向
性
と
の
整
合
性
 

○
代

替
財

源
確

保
の

観
点

か
ら

の
住

民
税

・
固

定
資

産
税

等
の

見
直

し
と

の
組

合

せ
に

よ
る
地
方
税
体
系
の
改
革
 

６
．

他
税
目
と
の
関
係
（
新
税
を
含

む
）
 

○
所
得
課
税
（
資
本
所
得
課
税

、
給
与

所
得

控
除

な
ど
）
と

の
関

係

○
資
産
課
税
と
の
関
係

○
留
保
金
課
税
の
検
討

７
．

財
政
の
健
全
化
と
の
両
立
 

○
20
2
0
年
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ

ン
ス
目

標
の

達
成

○
税

収
中
立
の
考
え
方

８
．

政
策
効
果
 

○
税
制

改
革
や
規
制
改
革
等
に

よ
る
産

業
競

争
力

の
強
化

○
税
率

と
法
人
税
収
の
関
係
の

検
証
（

諸
外

国
の

動
向
の
検

証
）

９
．

改
革
の
工
程
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（
参
考
）
各
委

員
の
ご

意
見

の
整

理
 

１
．

法
人
課

税
の
改
革
の
目
的
 

○
産

業
構

造
を

含
め

て
ど

の
よ

う
な

経
済

社
会

を
目

指
し

、
そ

の
中

で
法

人
課

税

改
革

を
ど
う
位
置
付
け
る
か
 

○
成

長
戦

略
の

目
指

す
べ

き
も

の
、

産
業

立
地

競
争

力
、

生
産

性
向

上
、

法
人

課

税
を

含
む
課
税
の
あ
り
方
と
産
業

政
策
の
課

題
 

○
法

人
課

税
改

革
の

目
的

の
明

確
化

（
立

地
競

争
力

か
、

設
備

投
資

促
進

か
、

諸

外
国

企
業
と
比
べ
た
競
争
力
か
）
 

○
産

業
再
生
と
財
政
再
建
の
両
立

○
「

好
循
環
」
を
も
た
ら
す
産
業

政
策
と

し
て

展
開

○
成

長
戦

略
が

ね
ら

い
と

す
る

国
民

の
所

得
水

準
の

向
上

に
ど

う
結

び
つ

け
る

か

（
企

業
の

生
産

性
向

上
、

不
採

算
事

業
か
ら

の
撤

退
と

産
業
の
新

陳
代

謝
促

進
な

ど
）
。
 

○
法

人
課

税
改

革
の

必
要

性
（

経
済

の
グ

ロ
ー

バ
ル

化
、

成
長

力
の

促
進

、
課

税

ベ
ー

ス
の
適
正
化
（
拡
大
）、

税
制
の

簡
素
化

な
ど

）
 

○
「

企
業

・
人

が
最

も
仕

事
を

し
や

す
い

国
」

と
い

う
観

点
か

ら
法

人
課

税
等

を

ど
の

よ
う
に
考
え
る
か
。
 

○
地

域
社

会
や

地
域

経
済

を
支

え
て

い
る

存
在

で
あ

る
中

小
企

業
が

、
活

力
を

持

つ
た

め
に
は
ど
の
よ
う
な
税
制
が

考
え
ら
れ

る
か

。
 

○
地

方
の
産
業
政
策
の
あ
り
方

を
ど
う
考

え
る

か
。

○
日

本
企
業
の
課
題
と
法
人
税

改
革
の
あ

り
方

（
中

小
企
業
の

生
産

性
向

上
等
）

○
国

民
の
享
受
す
る
メ
リ
ッ
ト

に
関
す
る

納
得

的
な

説
明
が
必

要

２
．

検
討
の
範
囲
 

○
国
・
地
方
を
あ
わ
せ
た
法
人
課
税
の

改
革

○
所
得

税
、
住
民
税
・
固
定
資
産
税
等

の
他

の
税

目
を
包
括

し
た

改
革

３
．

税
率
の
あ
り
方
 

○
税

率
は

、
法

定
税

率
、

平
均

税
率

、
限

界
税

率
に

整
理

さ
れ

る
。

実
効

税
率

の

9



議
論

で
は

、
全

て
の

法
人

に
適

用
さ

れ
る

一
つ

の
税

率
が

あ
る

よ
う

な
印

象
を

与

え
る

が
、

実
際

に
は

そ
う

で
は

な
い

。
税

率
に

つ
い

て
は

複
眼

的
な

角
度

か
ら

捉

え
る

必
要
が
あ
る
。
 

○
政

策
目

的
を

明
確

に
し

た
上

で
、

政
策

目
的

と
改

革
手

段
（

限
界

税
率

か
平

均

税
率

か
等
も
含
め
）
の
整
合
性
を

検
証
す
べ

き
。
 

○
法
人

課
税
以
外
の
負
担
も
検

証
す
べ

き
。

４
．

課
税
ベ
ー
ス
の
あ
り
方
 

○
課
税

ベ
ー
ス
拡
大
と
歳
出
削

減
と
の

一
体

改
革

○
赤
字
法
人
問
題

（
欠
損
法
人
の
実
態

の
検

証
を

含
む
）

 
 

・
 欠

損
金
の
繰
越
控
除
の
見
直
し
 

・
 応

益
原
則
や
法
人
間
の
公
平
性

の
観

点
か
ら

の
是

正
（

外
形

標
準

課
税

の
強

化

な
ど

）
 

・
 代

替
ミ
ニ
マ
ム
税
の
検
討
 

○
租

税
特

別
措
置
の
見
直
し
（

法
人

へ
の

優
遇

税
制

を
見

直
す

こ
と

は
、

税
制
改

革
へ

の
国
民
の
信
頼
を
確
保
す
る

た
め
に
も

、
極

め
て

重
要
）
 

○
減

価
償
却
制
度
の
見
直
し

○
受

取
配
当
等
の
益
金
不
算
入
制

度
の
見
直

し

○
中

小
・
零
細
企
業
課
税
の
見
直

し

○
公

益
法
人
等
課
税
の
見
直
し

○
法

人
税
（
国
税
）
と
地
方
法
人

課
税
と
の

関
係

（
事

業
税
の
損

金
算

入
な

ど
）

○
投

資
、
所
得
移
転
、
資
金
調
達

に
中
立
的

な
税

制

○
（

ド
イ
ツ
を
念
頭
に
）
課
税
ベ

ー
ス
の
異

次
元

的
拡

大

○
事

業
体
課
税

○
国

際
課
税

５
．

地
方
法
人
税
の
見
直
し
 

○
応

益
課
税
と
し
て
の
地
方
法
人

課
税
の

あ
り

方

○
外

形
標
準
課
税
（
事
業
税
、

住
民
税
均

等
割

）
の

強
化

○
法

人
住

民
税

法
人

税
割

の
交

付
税

原
資

化
等

に
よ

る
地

方
法

人
課

税
の

偏
在

是

10



正
の

方
向
性
（
与
党
税
制
改
正
大

綱
）
と
の

整
合

性
 
 

※
 
上
記
の
地
方
法
人
課
税
の
見
直
し
に
つ
い
て
は
、
地
方
財
政
審
議
会
「
地
方
法
人
課
税
の
あ

り
方
に
関
す
る
検
討
会
」
報
告
書
で
示
さ
れ
て
い
る
方
向
性
と
の
整
合
性
 

○
代

替
財

源
確

保
の

観
点

か
ら

の
住

民
税

・
固

定
資

産
税

等
の

増
税

な
ど

の
組

合

せ
に

よ
る
地
方
税
体
系
の
見
直
し
 

６
．

他
税
目
と
の
関
係
（
新
税
を
含

む
）
 

○
法
人
税
以
外
に
よ
る
税
収
中

立
化
策

○
所
得

税
と
の
関
係
（
給
与
所
得
控
除

な
ど

の
見

直
し
を
含

む
）

○
相
続

税
な
ど
資
産
課
税
の
見
直
し

○
資
本

所
得
（
配
当
所
得
や
キ
ャ
ピ
タ

ル
ゲ

イ
ン

）
課
税
の

見
直

し

○
ニ
ュ

ー
デ
ィ
ー
ル
期
に
導
入
さ
れ
た

留
保

金
課

税
の
検
討

７
．

財
政
健

全
化
と
の
両
立
 

○
20
2
0
年
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス

黒
字

化
目

標
の
達
成

へ
の

コ
ミ

ッ
ト

○
経

済
活

性
化

・
産

業
再

生
と

財
政

の
健

全
化

の
両

立
を

可
能

と
す

る
改

革
の

あ

り
方
 

○
課
税
ベ
ー
ス
拡
大
と
歳
出
削

減
と
の

一
体

改
革

○
社
会
保
障
へ
の
切
り
込
み

○
税
収
中
立
の
あ
り
方

８
．

政
策
効

果
 

○
税
制

改
革
と
規
制
緩
和
に
よ
る
産
業

競
争

力
の

強
化

○
税
率

と
法
人
税
収
の
関
係
の
検
証
（

諸
外

国
の

動
向
の
検

証
）

９
．

改
革
の

工
程
 

11
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欠損法人の状況

○ ４５％の法人が７期連続欠損、６割程度が５期以上欠損。

○ 資本金１億円超の大法人でも１割が７期連続欠損、４分の１程度が５期以上欠損。

（出所）申告の集計データに基づき財務省で作成 14



（2014 年１月現在）

日 本 アメリカ イギリス ドイツ フランス 

繰越期間 9 年 20 年 無期限 無期限 無期限 

控除制限 
所得の 80％ 

（大法人のみ） 

代替ミニマム税

（AMT）の計算に

おいて、AMT 課

税所得の 90％ 

－ 

所得の 60％ 

但し、所得の

100 万ユーロ

（1.35 億円）まで

は全額 

所得の 50％ 

但し、所得の

100 万ユーロ

（1.35 億円）まで

は全額 

欠損金の繰越控除制度の国際比較

15



法人税率の引下げ 主な課税ベースの拡大措置等 

1997 年度改正 [33⇒31％]  【▲14 億ﾎﾟﾝﾄﾞ】 ・配当に係る還付制度の廃止 等 【計 67 億ﾎﾟﾝﾄﾞ】 

1999 年度改正 [31⇒30％]  【▲7億ﾎﾟﾝﾄﾞ】 ・外国子会社合算税制の見直し 【計1億ﾎﾟﾝﾄﾞ】

2008 年度改正 [30⇒28％]  【▲10 億ﾎﾟﾝﾄﾞ】 ・機械設備に係る減価償却率引下げ等 【計 17 億ﾎﾟﾝﾄﾞ】 

2011～15 年度改正 [28⇒20％] 
【▲153 億ﾎﾟﾝﾄﾞ】 

・機械設備に係る減価償却率引下げ（＋47 億ポンド） 
・銀行税の導入・税率の引上げ（＋105 億ポンド）   等 【計 175 億ﾎﾟﾝﾄﾞ】 

法人税率の引下げ 主な課税ベースの拡大措置等 

2001年度改正 [52⇒39％] 【▲103億ﾕｰﾛ】 ・減価償却率の引下げ（＋69 億ﾕｰﾛ） 
・過少資本税制の強化（＋5億ﾕｰﾛ） 等 【計 74 億ﾕｰﾛ】 

2003 年度改正 

2004 年度改正 

・配当による法人税還付の制限（＋10 億ﾕｰﾛ） 
・連結納税制度適用の制限（＋12 億ﾕｰﾛ） 
・欠損金の繰越限度額の設定（＋6億ﾕｰﾛ）   等 【計 38 億ﾕｰﾛ】

2008 年度改正 [39⇒30％]  【▲267 億ﾕｰﾛ】 ・営業税の損金算入否認（＋114 億ﾕｰﾛ）
・支払利子の損金算入制限（＋11億ﾕｰﾛ）                   等  【計234億ﾕｰﾛ】 

法人税率の引下げ 主な課税ベースの拡大措置等 

1991 年度改正 [37⇒34％] 【▲4 億ﾕｰﾛ】 ・法人の有価証券に係るキャピタルゲイン課税の税率引上げ 【計 4 億ﾕｰﾛ】 

1993 年度改正 [34⇒33.3％]  【▲4億ﾕｰﾛ】 
・法人概算課税の税率引上げ                                     【計 4 億ﾕｰﾛ】
※ 法人概算課税とは、売上高に応じて一定額を課すもの。法人税を納めない法人に課税する目的で1974年に導入。 

主要国における法人税率の引下げと課税ベースの拡大措置等について 

イギリス

ドイツ

フランス

税率引下げなし 

（注）ドイツの法人税率には、連邦と州の共有税である法人税、連帯付加税（法人税額の 5.5％）、市町村税である営業税の税率が含まれる。

2007 年に付加価値税率の引上げと所得税の最高税率の引上げにより財政黒字を達成 
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日本の立地環境 
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その他

通信コスト

その他

放射能汚染に対する不安

外国人の生活環境の厳しさ

公共料金

制度・体制の不備

資金調達の厳しさ

法務・税務等アウトソーシングコスト

物流コスト

地震・津波など自然災害に対する不安

所得税負担

円高

法人税負担

人材確保の厳しさ

社会保障費の負担

行政手続き・許認可制度の厳しさ、複雑さ

外国語によるコミュニケーションの厳しさ

給与報酬の高さ

オフィス・事業用地の取得・賃貸コスト

日本市場の特殊性

ビジネスコストの高さ

-80 -60 -40 -20 0 20 40 60 80

事業活動コスト

英語でのコミュニケーション

市場としての成長性

事業規制の開放度

一般人材

課税レベル

ビジネス習慣

行政からの優遇策

高度人材（管理職）

税制・規制の透明性

グローバル本社からのアクセス

知財等の法整備

技術力

ビジネス上の信頼感

地域内拠点へのアクセス

サプライヤーへのアクセス

資金調達環境

パートナーへのアクセス

インフラ

顧客へのアクセス

高度人材（専門職）

社会の安定性

市場の大きさ

（出所）日本に進出した外資系企業に対する日本における投資阻害要因

アンケート調査（平成 25 年 3 月ジェトロ) 
 

日本における投資阻害要因(外資系企業の声) 

（アンケートの対象）
ジェトロが支援して日本に進出
した外資系企業 102 社より回答 
青色：日本における投資阻害因

(上位４項目選択) 
赤色：ビジネスコストの高さに

関する要因の内訳
(上位 3 項目選択) 

日本のビジネス環境の「強み」と「弱み」 

（出所）欧米アジアの外国企業の対日投資関心度調査（平成 24 年 3 月 
アクセンチュア経済産業省委託調査） 17



経
済
再
生
と
財
政
健
全
化
の
両
立
に
向
け
て
 

平
成

26
年

5
月

15
日
 

伊
藤

 
元

重
 

小
林

 
喜

光
 

佐
々
木

 
則
夫
 

高
橋

 
進
 

本
年
度
及
び
来
年
度
の
経
済
財
政
運
営
は
、「

経
済
再
生
」
と
「
財
政
健
全
化
」
の
両
立
を
中
期
的
に
確

立
し
て
い
く
た
め
に
極
め
て
重
要
で
あ
り
、
以
下
の
方
向
で
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
。
 

１
．
 政

府
は
、
本
年
度
の
「
骨
太
方
針
」
に
お
い
て
、
名
目
３
％
程
度
、
実
質
２
％
程
度
の
成
長
の
実
現

に
向
け
た
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
３
本
の
矢
の
強
化
・
深
化
を
明
示
す
る
と
と
も
に
、
歳
出
歳
入
両
面
の
さ

ら
な
る
改
革
を
具
体
化
す
べ
き
。
 


機
動
的
な
財
政
運
営
に
向
け
、「

好
循
環
実
現
の
た
め
の
経
済
対
策
」
の
早
期
執
行
を
確
実
に
す
る

と
と
も
に
、
27

年
度
予
算
編
成
に
向
け
た
歳
出
歳
入
両
面
の
さ
ら
な
る
改
革
方
針
を
示
す
べ
き
。


女
性
や
高
齢
者
の
活
躍
、
多
様
な
働
き
方
、
グ
ロ
ー
バ
ル
化
へ
の
対
応
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
造
等

の
重
要
課
題
に
つ
い
て
、
成
長
戦
略
を
一
段
と
強
化
・
深
化
す
べ
き
。
ま
た
、
対
内
直
接
投
資
が
活

発
化
し
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
が
創
造
さ
れ
る
、
国
際
競
争
力
の
あ
る
「
世
界
で
最
も
企
業
が
活
動
し

易
い
国
」
の
実
現
に
向
け
て
、
法
人
税
改
革
の
方
針
を
明
確
に
示
す
べ
き
。


日
本
銀
行
に
は
、
２
％
の
物
価
安
定
目
標
を
で
き
る
だ
け
早
期
に
実
現
す
る
こ
と
を
期
待
す
る
。

２
．
 法

人
税
改
革
は
、「

経
済
再
生
」
と
「
財
政
健
全
化
」
双
方
の
実
現
の
た
め
に
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、

以
下
の
方
針
で
取
り
組
む
べ
き
で
あ
る
。
ま
た
、
年
末
に
向
け
、
双
方
を
実
現
す
る
観
点
か
ら
、
マ
ク

ロ
経
済
全
体
で
議
論
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
諮
問
会
議
と
し
て
法
人
税
改
革
の
議
論
を
継
続
す
べ

き
。
 


企
業
が
新
た
な
投
資
や
雇
用
、
事
業
展
開
を
決
断
す
る
た
め
に
は
中
期
的
な
展
望
が
必
要
。
法
人
税

の
実
効
税
率
に
つ
い
て
、
将
来
的
に
は

25
％
を
目
指
し
つ
つ
、
当
面
、
数
年
以
内
に

20
％
台
へ
の

引
下
げ
を
目
指
す
べ
き
。


「
税
収
中
立
」
を
考
え
る
際
に
は
、「

ど
こ
を
基
準
に
中
立
に
す
る
か
」
が
決
定
的
に
重
要
。「

負
担

率
が
上
昇
し
た
時
点
」
を
基
準
と
し
た
税
収
中
立
の
改
革
で
は
経
済
再
生
に
十
分
寄
与
せ
ず
。
政
府

の
財
政
健
全
化
の
取
組
の
前
提
と
な
っ
て
い
る
予
算
等
（
20
13

年
度
補
正
後
予
算
・
地
財
計
画
、

20
14

年
度
当
初
予
算
・
地
財
計
画
）
に
お
け
る
法
人
税
収
（
国
・
地
方
）
の
レ
ベ
ル

1 を
基
準
と
し

て
、
税
収
中
立
の
改
革
を
進
め
る
べ
き
。


ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
の
成
果
と
し
て
、
実
績
が
こ
の
基
準
を
上
回
る
場
合
に
は
、
そ
の
超
過
分
と
税
収
中

立
の
改
革
に
よ
る
財
源
を
合
わ
せ
て
、
法
人
税
率
引
下
げ
に
還
元
す
る
こ
と
で
、「

経
済
再
生
」
と

「
財
政
健
全
化
」
の
両
立
を
目
指
す
べ
き
。


こ
の
減
税
の
下
で
、
20
15

年
度
の

PB
赤
字
半
減
は
可
能
で
あ
る
。
ま
た
、
経
済
の
好
循
環
の
継
続

を
は
じ
め
と
す
る
経
済
再
生
の
効
果
が
欠
損
法
人
の
減
少
と
課
税
所
得
の
増
加
を
引
き
続
き
も
た

ら
す
と
見
込
ま
れ
、
20
20

年
度

PB
は
従
前
の
見
通
し
（
内
閣
府
の
中
長
期
試
算
で

GD
P
比

1.
9％

の
赤
字
）
か
ら
改
善
さ
れ
る
と
み
ら
れ
る
。

1  
20
13

年
度
は
、
国

10
.1

兆
円
（
補
正
後
予
算
）、

地
方

6.
8
兆
円
（
地
財
計
画
）、

20
14

年
度
は
、
国

10
.0

兆
円
（
予
算
）、

地

方
7.
6
兆
円
（
地
財
計
画
）。
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－
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平
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15
日

）
提

出
資

料

18
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GDP

  

  

Sørensen 2007 , Pitrowska and Vanborren 2008

Devereux, Griffith and Klemm (2004) 
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法
人
税
の
改
革
に
つ
い
て
 

１
．
法
人
税
改
革
の
趣
旨
 

本
年
１
月
、
安
倍
総
理
大
臣
は
ダ
ボ
ス
会
議
に
お
い
て
、「

法
人
に
か
か
る
税
金
の
体
系
も
、

国
際

相
場

に
照

ら
し

て
競

争
的

な
も

の
に

し
な

け
れ

ば
な

り
ま

せ
ん

」
と

述
べ

ら
れ

た
。

今

般
、

政
府

税
制

調
査

会
に

お
い

て
は

、
こ

の
総

理
の

発
言

を
端

緒
と

し
て

法
人

税
の

改
革

に

着
手
し
た
。
今
回
の
改
革
の
お
も
な
目
的
は
次
の
２
つ
で
あ
る
。
 

第
１

は
、

立
地

競
争

力
を

高
め

る
と

と
も

に
、

わ
が

国
企

業
の

競
争

力
を

強
化

す
る

た
め

に
税
率
を
引
き
下
げ
る
こ
と
で
あ
る
。
近
年
、
ド
イ
ツ
、
イ
ギ
リ
ス
な
ど
多
く
の
先
進
国
が
、

自
国

の
立

地
競

争
力

を
高

め
、

か
つ

税
収

を
維

持
す

る
た

め
の

法
人

税
の

構
造

的
な

改
革

に

取
り

組
ん

で
い

る
。

企
業

が
国

を
選

ぶ
時

代
に

あ
っ

て
、

国
内

に
成

長
分

野
を

確
保

す
る

に

は
、

法
人

税
率

の
引

き
下

げ
は

避
け

て
は

通
れ

な
い

課
題

で
あ

る
。

わ
が

国
に

お
い

て
も

、

グ
ロ
ー
バ
ル
経
済
に
お
け
る
法
人
課
税
の
あ
り
方
を
根
本
か
ら
考
え
、「

課
税
ベ
ー
ス
を
拡
大

し
つ

つ
税

率
を

引
き

下
げ

る
」

と
い

う
世

界
標

準
に

沿
っ

た
改

革
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

成

長
志
向
の
法
人
税
改
革
を
行
う
べ
き
時
に
き
て
い
る
。
 

も
ち

ろ
ん

、
法

人
税

率
引

き
下

げ
だ

け
で

立
地

競
争

力
を

高
め

る
こ

と
は

で
き

な
い

。
コ

ー
ポ

レ
ー

ト
ガ

バ
ナ

ン
ス

の
強

化
、

労
働

市
場

改
革

等
の

規
制

改
革

、
電

力
料

金
、

行
政

手

続
き

の
簡

素
化

な
ど

の
政

策
を

パ
ッ

ケ
ー

ジ
で

行
う

必
要

が
あ

る
が

、
少

な
く

と
も

高
い

法

人
税

率
が

立
地

選
択

に
あ

た
っ

て
の

阻
害

要
因

に
な

る
こ

と
は

避
け

ね
ば

な
ら

な
い

。
国

内

企
業

が
高

付
加

価
値

分
野

を
国

内
に

残
し

、
ま

た
、

海
外

か
ら

も
多

く
の

企
業

が
日

本
に

直

接
投

資
を

行
う

環
境

を
つ

く
る

こ
と

は
、

質
の

高
い

雇
用

機
会

を
国

内
に

確
保

す
る

た
め

に

不
可
欠
の
課
題
で
あ
る
。
 

第
２

は
、

法
人

税
の

課
税

ベ
ー

ス
が

狭
く

な
り

、
負

担
が

一
部

の
黒

字
法

人
に

偏
っ

て
い

る
現

在
の

負
担

構
造

を
見

直
す

こ
と

で
あ

る
。

現
在

、
全

法
人

の
１

％
に

満
た

な
い

資
本

金

１
億

円
以

上
の

企
業

が
法

人
税

収
の

６
割

以
上

を
担

っ
て

お
り

、
他

方
で

、
納

税
企

業
が

全

体
の
３
割
に
満
た
な
い
と
い
う
国
際
的
に
も
低
い
水
準
に
あ
る
。
 

課
税

ベ
ー

ス
の

見
直

し
は

、
企

業
の

選
択

を
歪

め
な

い
税

制
に

す
る

と
い

う
観

点
か

ら
も

重
要

で
あ

る
。

何
を

課
税

所
得

の
対

象
と

す
る

か
は

企
業

の
選

択
に

影
響

を
与

え
る

た
め

、

企
業

行
動

を
な

る
べ

く
歪

め
る

こ
と

の
な

い
税

制
に

し
て

い
か

ね
ば

な
ら

な
い

。
ま

た
、

租

税
特

別
措

置
は

、
一

度
創

設
さ

れ
る

と
長

期
に

わ
た

っ
て

存
続

す
る

と
い

う
問

題
点

が
あ

る

た
め
、
そ
の
必
要
性
や
効
果
を
常
に
ゼ
ロ
ベ
ー
ス
で
検
証
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。
 

こ
の
よ
う
に
し
て
課
税
ベ
ー
ス
を
拡
大
し
、
か
わ
り
に
税
率
を
引
き
下
げ
る
こ
と
に
よ
り
、

高
収

益
を

あ
げ

る
企

業
の

税
負

担
を

緩
和

し
、

法
人

課
税

を
“

広
く

薄
く

”
負

担
を

求
め

る

構
造

に
す

る
こ

と
は

、
企

業
の

成
長

を
後

押
し

す
る

と
と

も
に

、
新

し
い

産
業

や
新

規
開

業

が
行

わ
れ

や
す

い
環

境
を

作
る

こ
と

に
も

な
る

。
近

年
、

法
人

税
改

革
に

取
り

組
ん

で
き

た

諸
外

国
に

お
い

て
も

、
税

率
引

き
下

げ
と

同
時

に
課

税
ベ

ー
ス

の
拡

大
を

行
い

、
そ

の
結

果

と
し

て
産

業
の

新
陳

代
謝

が
行

わ
れ

や
す

い
環

境
を

つ
く

っ
て

き
た

。
高

齢
化

が
急

速
に

進

平
成
2
6
年
５
月
1
6
日

政
府
税
調
法
人
課
税
Ｄ
Ｇ

⑥
資

料
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む
わ

が
国

に
お

い
て

は
、

産
業

の
新

陳
代

謝
を

促
し

て
国

内
に

稼
ぐ

力
を

も
っ

た
企

業
を

多

く
つ

く
っ

て
い

く
こ

と
、

ま
た

新
規

開
業

を
促

す
こ

と
、

そ
し

て
結

果
的

に
生

産
性

を
高

め

て
い
く
こ
と
の
重
要
性
は
き
わ
め
て
高

い
。
 

地
方

税
に

お
け

る
法

人
課

税
の

見
直

し
は

、
法

人
税

改
革

の
重

要
な

柱
で

あ
る

。
地

方
税

は
、

受
益

す
る

行
政

サ
ー

ビ
ス

の
対

価
を

広
く

住
民

で
負

担
す

る
と

い
う

「
応

益
課

税
」

の

考
え

方
に

立
っ

て
お

り
、

こ
の

観
点

か
ら

、
企

業
間

で
広

く
薄

く
法

人
課

税
を

担
う

構
造

に

す
る

こ
と

が
必

要
で

あ
る

。
応

益
課

税
と

し
て

の
性

格
の

明
確

化
や

税
収

の
安

定
化

と
い

っ

た
趣
旨
で
、
平
成

1
5
年
度
に
は
法
人

事
業
税
の
外
形
標
準
課
税
が
導
入
さ
れ
、
す
で
に
定
着

し
て

い
る

。
こ

の
外

形
標

準
課

税
に

つ
い

て
も

、
当

初
の

趣
旨

に
沿

っ
て

応
益

性
を

高
め

る

た
め
に
一
段
の
見
直
し
が
求
め
ら
れ
る
。
 

ま
た

、
立

地
競

争
力

を
高

め
た

り
、

新
規

開
業

を
促

し
た

り
す

る
こ

と
は

、
地

方
の

経
済

活
力

に
お

い
て

き
わ

め
て

重
要

で
あ

り
、

こ
の

観
点

か
ら

、
法

人
に

過
度

に
依

存
す

る
こ

と

が
な

い
よ

う
地

方
税

全
体

に
お

け
る

法
人

課
税

の
位

置
づ

け
を

再
検

討
す

る
こ

と
が

必
要

で

あ
る
。
 

法
人

税
改

革
を

行
う

に
あ

た
っ

て
重

要
な

課
題

は
、

財
政

再
建

と
の

両
立

で
あ

る
。

わ
が

国
は
、
基
礎
的
財
政
収
支
の
赤
字
を

2
0
1
5
年
度
に
半
減
し
、
2
0
2
0
年
度
に
解
消
す
る
こ
と
を

国
際

的
に

コ
ミ

ッ
ト

し
て

い
る

。
内

閣
府

の
試

算
で

は
、

成
長

戦
略

が
成

功
し

て
日

本
経

済

が
再
生
し
た
場
合
に

2
0
2
0
年
度
の
名
目
成
長
率
は

3
.
6
％
に
な
る
と
い
う
前
提
を
置
い
て
い

る
が
、
そ
れ
で
も
な
お

2
0
2
0
年
度
に
お
け
る
基
礎
的
財
政
赤
字
の
解
消
は
達
成
さ
れ
な
い
。

こ
の
厳
し
い
財
政
状
況
を
直
視
し
て
法
人
税
改
革
を
進
め
な
く
て
は
な
ら
な
い
。
 

法
人

税
改

革
は

、
必

ず
し

も
単

年
度

で
の

税
収

中
立

で
あ

る
必

要
は

な
い

。
ま

た
、

法
人

税
の

枠
内

で
の

み
税

収
中

立
を

図
る

の
で

は
な

く
、

法
人

税
の

改
革

と
併

せ
て

、
関

連
す

る

他
の

税
目

に
つ

い
て

も
見

直
し

を
行

う
必

要
が

あ
る

。
し

か
し

、
恒

久
減

税
で

あ
る

以
上

、

恒
久

財
源

を
用

意
す

る
こ

と
は

鉄
則

で
あ

る
。

企
業

は
長

期
の

見
通

し
に

立
っ

て
事

業
を

行

う
た

め
に

、
法

人
税

を
頻

繁
に

見
直

す
こ

と
は

望
ま

し
く

な
く

、
こ

の
観

点
か

ら
も

恒
久

財

源
を
手
当
て
し
て
お
く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
 

政
府

税
制

調
査

会
で

は
、

こ
れ

ま
で

も
法

人
課

税
の

あ
り

方
に

つ
い

て
何

度
か

議
論

を
行

っ
て

き
た

。
し

か
し

、
グ

ロ
ー

バ
ル

化
と

高
齢

化
と

い
う

大
き

な
環

境
変

化
を

踏
ま

え
て

法

人
課
税
を
根
本
か
ら
見
直
す
作
業
は
い
ま
だ
不
十
分
で
あ
る
。
 

必
要

性
が

指
摘

さ
れ

な
が

ら
も

法
人

税
改

革
が

十
分

に
行

わ
れ

ず
に

き
た

理
由

の
ひ

と
つ

は
、

さ
ま

ざ
ま

な
利

害
が

対
立

す
る

が
ゆ

え
に

、
課

税
ベ

ー
ス

拡
大

な
ど

の
構

造
的

な
見

直

し
が

で
き

な
か

っ
た

こ
と

に
あ

る
。

こ
の

た
め

政
策

税
制

は
毎

年
度

の
よ

う
に

導
入

さ
れ

て

も
、

税
率

の
大

胆
な

引
き

下
げ

は
行

わ
れ

ず
に

き
た

。
た

し
か

に
法

人
税

は
企

業
の

利
益

に

直
結
す
る
た
め
、
利
害
が
激
し
く
対
立
す
る
の
は
当
然
の
こ
と
で
も
あ
ろ
う
。
 

し
か
し
、
わ
が
国
は
い
ま
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
に
よ
っ
て
デ
フ
レ
脱
却
を
果
た
し
、
2
0
年
以
上

の
長

い
停

滞
か

ら
抜

け
出

よ
う

と
し

て
い

る
。

日
本

経
済

が
人

口
減

少
・

高
齢

化
と

い
う

制

約
を

克
服

し
、

再
び

ア
ジ

ア
を

リ
ー

ド
す

る
存

在
に

な
る

た
め

に
、

短
期

的
な

利
害

を
何

と
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か
乗
り
越
え
て
、
本
格
的
な
法
人
税
改

革
を
実
現
さ
せ
た
い
も
の
で
あ
る
。
 

法
人

税
改

革
が

難
し

い
理

由
の

２
つ

目
は

、
生

活
に

直
結

し
な

い
税

で
あ

る
が

ゆ
え

に
関

心
が

高
ま

り
に

く
く

、
国

民
全

体
の

理
解

を
得

ら
れ

に
く

い
こ

と
に

あ
る

。
法

人
税

率
の

引

き
下
げ
は
、
家
計
に
負
担
を
強
い
て
企
業
を
優
遇
す
る
か
の
よ
う
な
受
け
止
め
方
す
ら
あ
る
。

し
か

し
、

国
内

に
成

長
力

の
あ

る
企

業
が

多
く

存
在

す
る

か
ど

う
か

は
、

雇
用

に
直

結
す

る

問
題

で
あ

る
。

ま
た

、
企

業
の

成
長

力
は

賃
金

に
も

直
結

す
る

。
企

業
と

家
計

は
二

分
化

さ

れ
て

い
る

の
で

は
な

く
、

法
人

税
率

が
高

す
ぎ

る
こ

と
の

し
わ

寄
せ

は
、

何
ら

か
の

か
た

ち

で
家

計
に

及
ぶ

と
考

え
ら

れ
る

。
世

界
経

済
の

構
造

が
急

速
に

変
わ

り
つ

つ
あ

る
こ

と
の

危

機
感

を
共

有
し

、
広

い
議

論
を

喚
起

し
な

が
ら

、
法

人
税

改
革

を
進

め
る

こ
と

が
必

要
で

あ

る
。
 

２
．
具
体
的
な
改
革
事
項
 

（
１
）
租
税
特
別
措
置
 

 
（
２
）
欠
損
金
の
繰
越
控
除
制
度
 

◎
（
３
）
受
取
配
当
等
の
益
金
不
算
入

制
度
 

（
４
）
減
価
償
却
制
度
 

◎
（
５
）
中
小
法
人
課
税
 

 
（
６
）
公
益
法
人
課
税
等
 

◎
（
７
）
地
方
法
人
課
税
等
 

３
．
法
人
税
の
改
革
と
併
せ
て
検
討
す

べ
き
事
項
 

（
１
）
国
際
課
税
の
見
直
し
 

（
２
）
法
人
課
税
以
外
の
税
目
 

・
 
資
本
所
得
課
税
 

・
 
給
与
所
得
控
除
 

・
 
固
定
資
産
税
等
 

・
 
新
税
 

４
．
改
革
の
目
標
と
今
後
の
工
程
 

25


	欠損法人
	00 三課説明資料表紙
	表紙差替え課税ベース拡大資料（第２回資料）
	00 三課説明資料表紙
	260325 課税ベース拡大資料（第２回資料）Set


	課税ベース
	260327参考資料(第2回資料)調査課反映後
	260326時点　参考資料(第２回資料)　大田座長後　
	
	00　参考資料目次
	01 法人税の税収力（26補正予算成立後）
	02 復興特別法人税の廃止
	復興特別法人税の廃止

	03 140213【2014.1】（英引下げ反映）【中・韓・星入り】 主要国の法人税率(基本税率)の推移
	04 国・地方合わせた税率
	05　税収の推移（対ＧＤＰ比）
	06 国民負担率
	07 社会保険料事業主負担
	08 業種別税負担率
	09 法人税の課税ベース
	10 所得と繰欠の推移
	11 法人税の納税状況
	12 法人税率の引下げと課税ベースの拡大（英独仏）課長後修正
	13 業種別法人税額
	14 日本の立地環境
	15 企業の収益力
	16 利益計上法人の益金処分の内訳
	17  雇用者報酬、企業所得及び民間設備投資の推移
	18 内部留保等の推移(青タブのもの)




	追加資料（法人税パラドックス）
	③法
	260327参考資料(第2回資料)調査課反映後
	260326時点　参考資料(第２回資料)　大田座長後　
	
	00　参考資料目次
	01 法人税の税収力（26補正予算成立後）
	02 復興特別法人税の廃止
	復興特別法人税の廃止

	03 140213【2014.1】（英引下げ反映）【中・韓・星入り】 主要国の法人税率(基本税率)の推移
	04 国・地方合わせた税率
	05　税収の推移（対ＧＤＰ比）
	06 国民負担率
	07 社会保険料事業主負担
	08 業種別税負担率
	09 法人税の課税ベース
	10 所得と繰欠の推移
	11 法人税の納税状況
	12 法人税率の引下げと課税ベースの拡大（英独仏）課長後修正
	13 業種別法人税額
	14 日本の立地環境
	15 企業の収益力
	16 利益計上法人の益金処分の内訳
	17  雇用者報酬、企業所得及び民間設備投資の推移
	18 内部留保等の推移(青タブのもの)








